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朝日新聞世論調査データによる。石橋，宇野，羽田内閣は一回の
データしかないので掲載せず。
に始まったことではない。しかし，倒閣や退陣の最大の理由に世論調査結果
が挙げられるようになったのは，2000年末に生じた「加藤の乱」以降であ
るといってよい。自民党の有力議員であった加藤紘一は森政権が国民の支持
を失ったことを理由に倒閣に動いた。そして，2001年における森首相退陣
の最大の実質的理由も世論の支持を失ったことであった。そして，2001年4
月に実施された自民党総裁選において世論の支持を受けた小泉純一郎が圧勝
した。これら「加藤の乱」「森退陣」「小泉圧勝」は，世論調査政治に向かう
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「3点セット」だったといってよい。
　小泉政治は構造改革を標榜し，既得権益を擁護する「抵抗勢力」と戦う姿
勢を示し，世論の多大な支持を受けたが，このような現象がその後も続いて
いる。これを憲法学者の長谷部恭男は，「中抜きのポピュリズム」と呼ぶ
（朝日新聞2011）。「中抜きのポピュリズム」とは，カリスマ性のあるリーダー
と一般有権者との間にある中間的な勢力を抜いていこうとするものであり，
官僚バッシングがその典型である。したがって，鳩山政権における官僚外し
もこの流れに位置している。小泉首相は，与党内の抵抗勢力とも戦う姿勢を
示したが，地方政治では名古屋市や鹿児島県阿久根市のように議会をも外し
てしまおうという動きが出ている。「中抜きのポピュリズム」を批判的に捉
えるならば，「中抜きのポピュリズム」と連動する世論調査政治は批判に値
する現象ということになる。
　事実上の首相公選
　かつては，首相の選出，すなわち自民党総裁の選出に当たっては党内の派
閥力学に大きく左右されていた。2001年に小泉政権が発足した際，小泉首
相（当時）は首相公選制の導入を政策課題として提示した。結果として，首
相公選制は頓挫したが，小泉純一郎が総裁に選出された2001年総裁選以降，
首相の退陣のみならず，首相の選出においても世論調査結果が多大な影響を
及ぼすようになった。森首相の辞意表明を受けて実施された2001年4月総
裁選で小泉純一郎が選出された原因は支持基盤が弱体化した自民党が同年夏
に予定されている第19回参院選での大敗を恐れた自民党員の選択であった。
この2001年総裁選以降，自民党の総裁選はすべて世論で最も高い支持を獲
得している候補者が当選するという結果となρており，事実上の首相公選と
もいえる状況が続いている。
　2006年春から事実上展開されたポスト小泉をめぐる自民党総裁選レース
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のプロセスで，安倍晋三が講演で「世論調査がなければ，私が今の段階で首
相候補に挙がることは考えられなかった。」と述べたように，国会議員経験
が13年間と歴代総裁に比して短い安倍が総裁になることができたのは世論
調査に表れた安倍人気に大きな要因がある（朝日新聞2006）。安倍の総裁就
任は長らく継続した自民党の年功序列システムの崩壊をも含意していた。
　また，世論調査に支持率の低下が首相退陣に結びつくケースも増えている。
2007年の安倍首相，2008年の福田首相はともに支持率低下という状況下で
内閣改造に踏み切ったが，支持率の回復にはつながらず，辞任に追い込まれ
た。また，2010年には民主党の鳩山首相が支持率低下のもと辞任に追い込
まれた。衆院選での敗北によって退陣した2009年の麻生太郎のケースも含
め，支持率低下と首相の交代がいわば年中行事化している。
　ファスト政治
　例えば，佐藤卓己は，政治が世論調査に振り回される政治を「ファスト
（fast）政治」とよぶ。ファスト政治とは「ファストフードと同じように即
時の充足を求める政治」であり，その結果，中長期的な政治がおざなりにな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　ロン　　　セるという問題があると指摘する（毎日新聞　2010）。また，佐藤は輿論と世
ロン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　ロン
論はかつて別の言葉として使用されてきた点に着目し，輿論は理性的なパブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　セ　ロンリック・オピニオンであるのに対して，世論は感情的なポピュラーセンチメ
ンツであり，分けて論じる必要性を唱えた（佐藤2008）。佐藤によれば，電
話調査を主体とする現行世論調査はあくまでセロンを表したものにすぎず，
回答は熱しやすく冷めやすい「空気」を表すものと捉える。その理由として
日本人の付和雷同性の高さを挙げる。そして，世論調査を「国民総感情調査」
を割り切ったほうがよいとまで主張する（佐藤2011）。この主張は，世論調
査を繰り返し，それを大きく報道するメディアに対する批判であるとともに，
世論調査を気にしすぎる政界に対する批判でもある。
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　佐藤卓己の主張は，実証的な裏付けに基づく主張というよりも，啓蒙的な
主張である。しかし，この論点に関係する世論調査データもないわけではな
い。2007年6月に朝日新聞社が実施した世論調査の質問項目のなかに，世
論調査の対象者になったら「直感」で答えるか，「じっくり考えて」答える
かという質問が設定されている。結果は，「直感で答える方だ」と回答した
者が60％となり，「じっくり考えて答える方だ」の32％を上回った（朝日新
聞2007）。つまり，回答者の多くも調査に対して“ファスト”に回答してい
ることになる。このような議論は，世論つまり，短期的な反射神経的な政治
となり，熟慮・熟議に基づく政治を阻害するという批判につながる。佐藤は
次のように論じる。
「ファスト政治を招いた要因として，メディア側の責任も無視できませ
ん。いくつかの報道機関は，週一回以上の頻度で内閣支持率を含む世論
調査を実施しています。主流となっている電話調査は『刺激に対する反
応で，意見ではない』との批判も根強い。結果は国民の意見とは言い切
れず，その時々の気分や空気を反映していると言った方が正しい。そう
した調査を頻繁に行い，国民の意見として大きく報じることの正当性を
メディアは再検討する余地があると思います。」（佐藤2010，121）。
　佐藤の「ファスト政治」という語を用いるならば，その政治スタイルに適
応した政権が小泉政治といえる。この点について，たとえば，読売新聞社の
橋本五郎は，2007年6月に行われた日本法政学会のシンポジウムにおいて，
次のように述べている。
　「小泉内閣は私に言わせれば『反射神経内閣』。もう反射神経だけでやっ
　てきた。運と勘だけで物事を中長期的，体系的，総合的，戦略的に考え
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ることが極めて乏しい内閣だと私は思っている。ところが，この安倍内
閣は反射神経がよろしくない。よろしくないというのは，本人が13年
しかまだ国会議員をやっていない。経験不足がある。性格の問題もある。
いろんな問題があって，その時々の対応がまずい。」（橋本他2008，227）。
　小泉政治は，ファスト政治を確立したとみなすことも可能である（7）。松本
正生は『サンデー毎日』に対するコメントの中で，内閣支持に関する世論調
査の質問に対して「関心がない」と回答していた者の比率が小泉政権以降，
激減していることを指摘し，小泉政治以降，白黒二分法が一層進んでいると
論じている（サンデー毎日2010，27）。
　安倍晋三元首相は，2010年10月に行われた日本経済新聞の「歴代総理に
聞く」のインタビューにおいて「支持率はやはり政策を実行していくうえで
のパワーとなる。ただ，これは難しくて，最初が高いと，45％でも低く見え
る。今から考えると十分な支持率はあった感じはする。やはりそれを全く気
にするなと言われても，気にせざるを得ない。」と述べている（日本経済新
聞2010）。2010年秋に支持率が急落した菅直人政権も安倍政権と同様に経験
不足と性格の問題からか時々の反射的な対応のまずさが目立つ。安倍政権以
降の政権は，小泉型ファスト政治に適応不全を起こしているという見方も可
能である。
2－3　世論調査政治の要因
　世論調査が現実政治に及ぼす影響力が増大した背景には，小選挙区制の導
入，無党派層の増大，民主党の勢力拡大による2大政党化を挙げることがで
きる（7）。1990年代前半まで衆院選の選挙制度として採用されていた中選挙区
制では，2割前後（場合によっては1割程度）の得票を挙げれば当選を果た
すことができた。したがって，当選に必要な要素は“地盤・看板・カバン
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（資金）”であって，これらにおいて恵まれている議員は，党首人気に依存し
なくても当選を重ねることが十分可能であった。
　しかし，小選挙区制では，原則として5割の得票が必要となり，候補者個
人の“地盤・看板・カバン”だけではコンスタントに当選を果たすことが困
難であり，特定の政党に吹く“風”が当落を左右する重要な要因となる。そ
の風の指標となるのが，世論調査結果に表れる内閣支持率や党首人気である。
自民党内では，小選挙区制の導入により，派閥の親分より総裁になびく議員
心理が強まった。このような政治の構造変化について，御厨貴は，「国民は
小選挙区制で首相を選ぶというカードを握ったが，情緒的に動くこともある。
時に気まぐれな世論に，国のリーダーの選出を賭ける『投機的』政治になる
恐れがある。」と述べ，警鐘を鳴らす（朝日新聞2006）。選挙制度要因の他，
1990年代からの無党派層の増大により，移り気な投票者（浮動層）が増大し
たことにより，選挙における党首人気の重要性が増大した面も無視できない
（井田2002）。加えて，2000年代に入り民主党の勢力が次第に拡大し，2大政
党の力が拮抗するようになると，わずかな票の移動（スウィング）で当落が入
れ替わることになり，選挙結果に及ぼす党首人気の重要性がさらに増大する（8）。
　ただ，世論調査の政治的影響力が増大したとする認識を肯定するとしても，
世論調査の影響をいたずらに強調し，過大視することは慎まなければならな
い。例えば，麻生政権の時，定額給付金が導入されたが，世論調査結果は反
対が多数派であった（尤も，麻生政権は実際に定額給付金を受け取る段階に
なれば，肯定派が増大し，内閣支持率も上昇すると予測したのかもしれない
が）。また，2001年以降の自民党の総裁選は世論調査結果と同一の結果が続
いているものの，小沢一郎代表（当時）の辞任を受けて実施された2009年5
月の民主党代表選ではそうはならなかった。当時，鳩山由紀夫候補よりも岡
田克也候補の方が世論調査における支持率は高かったが，鳩山氏が勝利を収
めた。また，小沢一郎対菅直人の対決で多大な注目を集めた2010年9月の
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民主党代表選に関する世論調査結果は，菅候補が小沢候補に大きくリードし
ていた。代表選の結果は，世論調査の結果どおり菅直人が再選を果たしたも
のの，国会議員票では菅206票，小沢200票であり，ほぼ互角であった。同
選挙における菅直人再選も世論調査の影響を幾分受けたと推測されるが，同
時に国会議員に対する世論の影響力は限定的であったことも事実である。
おわりに
　本稿では，2010年に盛んに主張されるようになったメディア世論調査批判
を整理し，その背景を探った。世論調査批判は主としてメディアに向けられ
た批判であるが，つまるところ世論，すなわち民度に対する懐疑が前提とし
て存在していることを忘れてはならない。したがって，世論調査批判は社会
調査論のみならず，現代デモクラシー論のなかに位置づけることも可能である。
　世論調査が現実政治に影響を及ぼす一因は，世論調査結果が選挙に対する
予測力を有することにある。解散がある衆議院では，世論調査結果によって
「もし今，解散・総選挙があったらどのような結果になるか」という予測力
をもつからである。仮に世論調査に表れる民意が“ヨロン”ではなく，“セ
ロン”だとするならば，その世論調査で予測できる選挙における投票行動も
基本的には“セロン”の発露の場ということになる。であるならば，“選挙
至上主義”や，選挙を有権者による政策選択の機会であるとする“マニフェ
スト選挙”も批判的検討の対象となりうることになる。
　反対に，仮に世論調査の正確性が担保され，さらに世論が常に正しいとす
るならば，間接民主制の制度的装置である議会の存在意義はほとんど消滅し
てしまう。世論調査政治批判の最も重要な視点は，各政権の支持率の高低と
政権に対する後世の歴史的評価が必ずしも一致しない，いや大きく異なるこ
とも少なくないという点に求められよう。世論調査批判の議論から，今一度，
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議会制民主主義や官僚政治の意義とあり方について再検討しなければならな
い時期に来ている。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　主要政党は世論調査に多額の費用を投じている。政党交付金使途等報告書に
　　よると，2005年から2009年までの5年間で，調査委託費として民主党が9．3
　　億円，自民党が17．7億円を費やしている。東京新聞は民主党の主な委託先の
　　社長に取材し，「重点候補は早ければ選挙の一年前に調査を開始。選挙が近づ
　　き候補者が出そろうと，全国調査を行う。衆院選は小選挙区ごとに三・四百人
　　の有権者に聞くので，三・四十万かかるという。全三百選挙区で一億円前後に
　　なる計算だ。」と報じている（『東京新聞』2010年11月30日付）。
（2）　例えば，近年の格差社会論においても同調査の結果が引用されている（三浦
　　2005）。
（3）　飽戸弘は，社会調査無用論を次のように分類した（飽戸1987，26－30）。
　　　調査無知型無用論：「日本人は1億何千万人もいるのに，たかだか3，000人
　　くらい調査して何がわかるか」「調査などしても，本当のことを答えないのだ
　　からやったって意味がない」という類の批判。
　　　愚策経験型批判論：調査の愚策ばかりつき合っているうちに，調査などとい
　　うものは役に立たないと考えてしまうもの。
　　　可愛さあまって憎さ百倍無用論：いったんは，調査に惚れ込んだものの。期
　　待が過剰となり，次第に失望に変わっていくもの。
　　　相対的調査無用論：調査の長所・短所は把握した上で，調査にかかるコスト
　　の割には役に立たないとするもの。
　　　過剰期待批判論：調査に過剰な要求を求め，それがかなえられないなら調査
　　など止めてしまえというもの。
（4）　世論調査の歴史については，世論調査研究会（1990）に詳しい。
（5）　この他，個々のワーディングの適切性に関する批判もある。例えば，読売新
　　聞2010年9月調査で，「小沢さんは，自らの資金管理団体をめぐる『政治とカ
　　ネ』の問題で，代表選挙の期間中，強制的に起訴されても，離党も辞職もしな
　　いとしていました。この小沢さんの主張に，納得できますか，納得できません
　　か。」という質問がある。電話調査におけるこのワーディングが長すぎるとい
　　う批判がある（週刊ポスト2010）。
（6）　尤も，首相の頻繁な交代には，世論の他に日本政治の制度的要因もある。高
　　安健将はイギリスとの比較において，日本では党首選挙の頻度が高いことを指
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　　摘する（高安2010）。
（7）　朝日新聞世論調査によると，5年半にわたって継続した小泉政権の最低支持
　　率は33％（2005年1月）であり，30％といわれる危険水域まで低下したこと
　　は一度もなかった。木下和寛は，その一因を政権側のメディア戦略に求める。
　　「小泉純一郎という政治家の他の資質はどうあれ，メディアを巧みにつかい，
　　自分の主張とイメージを発信してゆく能力は際だっている。」と述べ，さらに
　　「日本の政治にメディア活用を本格的に取り入れ，自在な戦術で多大の効果を
　　挙げ得たのは小泉・飯島コンビの資質と能力に負うところ大きいと言えるだろ
　　う。」と論じ，そのペースにはまってしまったメディアを批判的に論じている
　　（木下2006，6－7）。
（8）　政治学者の中野実は，1993年に出版した『日本の政治力学』において，「世
　　論政治」の章を設けており，そこで次のように述べている。
　　　「マス・メディアの技術的発達の程度や普及率，視聴率が今日ほど高くな
　　　　い時代では，世論はこれを形成する主体の参加度が低く，選挙でも世論の
　　　動向はあまり左右されない，いわゆる『固定票』が物をいってきた。しか
　　　　し，1960年代末から急増するようになった『支持政党なし層』や若年の
　　　都市住民の『浮動層』は，今日では選挙期の争点，キャンペーンの仕方，
　　　選挙結果のいずれに対しても，大きな影響を及ぽし，この影響を直接に受
　　　　ける政府や政党・政治家は選挙戦術や政策の選択に際して，世論をかつて
　　　　よりもはるかに重要なファクターとして考慮せざるをえなくなっている。」
　　　　（中野1993，182－183）。
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